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９ その他

⑴ 法人を設立したとき

⑵ 消費税

⑶ 源泉所得税

⑷ 印紙税
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⑴ 法人を設立したとき

○ 法人を設立したときは、法人登記終了後に「法人設立届出書」を提出してください。そのほかにも、
税法上の諸制度を利用する場合には、次のような届出も必要となります（これらの届出書等の様式につ
いては、国税庁ホームページ「税務手続の案内」をご確認ください。）。

対象 届出の名称 提出先 提出期限

法人を設立したとき

法人設立届出書（※１）

納税地の所轄税務署

法人設立の日以後２か月以内

棚卸資産の評価方法の届出書 最初の事業年度の確定申告書の提出期限まで

減価償却資産の償却方法の届出書 最初の事業年度の確定申告書の提出期限まで

役員や従業員に報酬、給与
を支払うとき

給与支払事務所等の開設・移転・
廃止届出書 給与支払事務所等の

所在地の所轄税務署

給与支払事務所等を設けてから１か月以内

源泉所得税の納期の特例を
受けるとき

源泉所得税の納期の特例の承認に
関する申請書

随時（給与の支給人員が常時10人未満の場合）

青色申告で申告したいとき 青色申告の承認申請書

納税地の所轄税務署

法人設立の日以後３か月を経過した日又は最初の事業
年度の終了日のいずれか早い日の前日まで

資本金の額又は出資の金額
が1,000万円以上のとき

消費税の新設法人に該当する旨の
届出書（※2） 速やかに

（※１）添付書類として、定款等の写しの提出が必要となります。
（※２）法人設立届出書に消費税の新設法人に該当する旨を記載した場合は、提出は不要です。

（注１）上記提出期限が土曜日、日曜日、祝日等の場合は、その翌日が期限となります。
（注２）消費税について、法人の設立事業年度とその翌事業年度は、新設法人に該当する場合等を除き原則として免税事業者となります。なお、免税事業者で

あっても、「消費税課税事業者選択届出書」を提出することにより課税事業者となることができます。

【 税 務 手 続 の 案 内 】

https://www.nta.go.jp/taxes/tetsuzuki/shinsei/annai/yousiki.htm
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⑴ 法人を設立したとき

【法人設立ワンストップサービスについて】

○ 法 人 設 立 ワ ン ス ト ッ プ サ ー ビ ス に つ い て 、 詳 し く は 、 国 税 庁 ホ ー ム ペ ー ジ
「法人設立ワンストップサービスの対象が全ての手続に拡大されました」をご確認ください。

○ これまで法人を設立する際には、設立届出書の提出のような複数の各種手続を行政機関毎にそれぞれ個別に行う必要があ
りました。

○ 「法人設立ワンストップサービス」では、マイナポータルという一つのオンラインサービスを利用して、これらの一連の
手続を一度で行うことができるようになります。

○ 利用可能な国税関連手続一覧は以下のとおりです。

項番 税目 手続名 項番 税目 手続名

1 法人税 法人設立届出 10 消費税 消費税の特定新規設立法人に該当する旨の届出

2 法人税 定款の定め等による申告期限の延長の特例の申請 11 消費税 消費税課税期間特例選択・変更届出

3 法人税 青色申告の承認申請 12 消費税 消費税簡易課税制度選択届出

4 法人税 事前確定届出給与に関する届出 13 消費税 消費税申告期限延長届出

5 法人税 棚卸資産の評価方法の届出 14 消費税 適格請求書発行事業者の登録申請

6 法人税
有価証券の一単位当たりの帳簿価額の算出方法の
届出

15 源泉所得税 給与支払事務所等の開設・移転・廃止届出

7 法人税 減価償却資産の償却方法の届出 16 源泉所得税 源泉所得税の納期の特例の承認に関する申請

8 消費税 消費税課税事業者選択届出 17 ― 電子申告・納税等開始届出

9 消費税 消費税の新設法人に該当する旨の届出
【法人設立ＯＳＳの対象が全ての
手 続 に 拡 大 さ れ ま し た 】

https://www.nta.go.jp/taxes/tetsuzuki/shinsei/annai/hojin/annai/OSS.htm
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⑵ 消費税

【消費税の基本的な仕組み】

○ 消費税は、消費一般に広く公平に課税する間接税です。

○ ほぼ全ての国内における商品の販売、サービスの提供及び保税地域から引き取られる外国貨物を課税対象とし、取引の各
段階において、標準税率10％（うち2.2％は地方消費税）、軽減税率８％（うち1.76％は地方消費税）の税率で課税されま
す。

○ 消費税は、事業者に負担を求めるものではありません。税金分は事業者が販売する商品やサービスの価格に含まれて、
次々と転嫁され、最終的に商品を消費し又はサービスの提供を受ける消費者が負担することとなります。

○ 生産、流通の各段階で二重、三重に税が課されることのないよう、課税売上げに係る消費税額から課税仕入れ等に係る消
費税額を控除し、税が累積しない仕組みとなっています（仕入税額控除）。
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⑵ 消費税

【納税義務者】

○ 納税義務者は、製造、卸、小売、サービスなどの各段階の事業者と、保税地域からの外国貨物の引取者です。

○ 基準期間の課税売上高が1,000万円以下の事業者は、納税義務が免除されます（免税事業者）。

〇 ただし、基準期間の課税売上高が1,000万円以下であっても、次の場合には消費税の納税義務が免除されません。
１ 特定期間の課税売上高が1,000万円を超えた場合

２ その事業年度の基準期間がない法人のうち、その事業年度の開始の日における資本金の額又は出資の金額が1,000万円
以上である法人（新設法人）に該当する場合

３ その事業年度の基準期間がない法人で、その事業年度開始の日における資本金の額又は出資の金額が1,000万円未満の
法人のうち、一定の法人（特定新規設立法人）に該当する場合

（注１）課税売上高とは、消費税が課税される取引の売上金額と輸出取引等の免税売上金額の合計額をいいます。
（注２）課税期間とは、納付すべき消費税額の計算の基礎となる期間をいいます。原則として、法人は事業年度をいいます。
（注３）基準期間とは、ある「課税期間」において、消費税の納税義務が免除されるかどうか、簡易課税制度を適用できるかどうかを判断する基準となる期間を

いいます。原則として、法人についてはその事業年度の前々事業年度をいいます。
（注４）特定期間とは、原則として、法人についてはその事業年度の前事業年度開始の日以後６か月の期間をいいます。
（注５）特定期間における1,000万円の判定については、課税売上高に代えて、給与等支払額の合計額によることもできます。
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⑵ 消費税

【申告納税】

○ 納税義務者は、納税地の所轄税務署長に課税期間の末日の翌日から２か月以内（個人事業者の場合は翌年の３月31日ま
で）に消費税及び地方消費税の確定申告書を提出し、消費税額と地方消費税額とを併せて納付します。

○ また、直前の課税期間の確定消費税額に基づき中間申告・納付をすることになります。

○ 事業者の納税事務の負担等を軽減するために、基準期間の課税売上高が5,000万円以下の事業者は、課税売上高から納付
する消費税額を計算する簡易課税制度が選択できますが、この適用を受けるためには、適用を受けようとする課税期間の初
日の前日までに、納税地の所轄税務署長に「消費税簡易課税制度選択届出書」を提出する必要があります。

(注) 提出した日の属する課税期間が事業を開始した日の属する課税期間等である場合には、提出した日の属する課税期間から適用を受けることができます。

○ 消費税について、詳しくは、国税庁ホームページ「消費税のあらまし」をご確認ください。
【 消 費 税 の あ ら ま し 】

https://www.nta.go.jp/publication/pamph/shohi/aramashi/01.htm
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⑵ 消費税

適格請求書等保存方式（インボイス制度）

インボイス制度とは、令和５年10月１日から、複数税率に対応したものとして開始される仕入税額控除の方式です。

【適格請求書発行事業者（インボイス発行事業者）の登録制度】

○ インボイス制度においては、買手は、仕入税額控除の要件として、原則、インボイス発行事業者から交付を受けたイン

ボイス等の保存が必要になります。

○ インボイスを交付しようとする事業者は、納税地を所轄する税務署長からインボイス発行事業者として登録を受ける必

要があり（登録を受けることができるのは、課税事業者に限られます。）、税務署長は、氏名又は名称及び登録番号等を

適格請求書発行事業者登録簿に登載し、登録を行います。

【適格請求書（インボイス）とは】

○ インボイスとは、「売手が、買手に対し正確な適用税率や消費税額等を伝えるための手段」であり、一定の事項が記載さ

れた請求書や納品書その他これらに類するものをいいます。なお、請求書や納品書、領収書、レシート等、その書類の名称

は問いません。
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⑵ 消費税

【インボイスの記載事項】

○ インボイスに必要な記載事項は、以下のとおりです。

○ なお、様式は法令又は通達等で定められておらず、必要な事項が記載されたものであれば、名称を問わず、また、手書

きであっても、インボイスに該当します。

【インボイス制度に対応するための検討事項・事前準備等】

○ インボイス発行事業者となるかは事業者の任意であるため、以下の点から登録を受けるか検討することとなります。

１ 売上先がインボイスを必要とするか

課税事業者は仕入税額控除のためにインボイスを必要としますが、例えば、消費者や免税事業者は、仕入税額控除の

ためにインボイスを必要としません。
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⑵ 消費税

２ 申告に係る事務負担の検討

インボイス発行事業者となると、基準期間における課税売上高が1,000万円以下となっても、免税事業者とはならず、

課税事業者として申告が必要となります。

なお、簡易課税制度を選択することにより、申告に係る事務負担を軽減することが可能です。

【売手の留意点】

○ インボイス発行事業者の義務

インボイス発行事業者には、取引の相手方（課税事業者に限ります。）の求めに応じて、インボイスを交付（データで

の提供も可能です。）する義務及び交付したインボイスの写しを保存する義務が課されます。

○ 留意点

インボイス発行事業者となった場合に準備や検討が必要になると考えらえる事項として、何をインボイスとするか（取

引ごとにどのような書類を交付しているか確認し、どのように見直せばインボイスの記載要件を満たせるか）や取引先と

の認識共有（必要に応じ、取引先への登録番号の通知や、インボイスとした書類、交付方法等の認識共有）といった対応

が必要となります。

【買手の留意点】

○ 継続的な取引については、仕入先がインボイス発行事業者の登録を受けるか事前に確認し、何をインボイスとするかに

ついて、仕入先との間で認識を統一しておくことが考えられます。

○ また、免税事業者や消費者など、インボイス発行事業者以外の者から行った課税仕入れは、原則として仕入税額控除の

適用を受けることができず（制度開始後６年間の経過措置があります。）、仕入税額控除の適用を受けるためには、一定

の事項が記載された帳簿とインボイスの保存が必要となります。

○ なお、簡易課税制度を適用する場合、仕入税額控除のためにインボイスの保存は不要です。
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⑵ 消費税

【インボイス制度特設サイト】

○ インボイス制度に関する説明会の開催案内や制度の概要に関する各種資料等

を掲載しています。

○ また、国税当局において、インボイス制度をご理解いただくため、WEB形式

による説明会（オンライン説明会）を実施しています。全国どこからでもオン

ライン説明会に無料で参加することができます。

【インボイス制度に関するお問合せ先】

○ 税務相談チャットボット（インボイス制度）

ご質問内容をメニューから選択するか、文字で入力いただくと、AI（人工知能）を活用して

「税務職員ふたば」が自動でお答えします。

上記「インボイス制度特設サイト」からもご利用いただけます。

○ インボイスコールセンター（インボイス制度電話相談センター）

専用ダイヤル 0120-205-553（無料） 【受付時間】９：00～17：00（土日祝除く。）

インボイス制度及び軽減税率制度に関する一般的なご質問を受け付けています。

※ 個別相談（関係書類等により具体的な事実等を確認する必要のある相談）を希望される方

は、所轄の税務署への電話（音声ガイダンスに沿って「２」を押してください。）により、

面接日時等をご予約いただくようお願いします。

税務職員ふたば

チャットボットの

ご利用はこちらから

【インボイス制度特設サイト】

https://www.nta.go.jp/taxes/shiraberu/zeimokubetsu/shohi/keigenzeiritsu/invoice.htm
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⑶ 源泉所得税

○ 所得税は、所得者（役員や従業員）自身が、その年の所得金額とこれに対する税額を計算し、これらを自主的に申告して
納付する、いわゆる「申告納税制度」が建前とされていますが、これと併せて特定の所得については、その所得の支払の際
に支払者が所得税を徴収して納付する「源泉徴収制度」が採用されています。

○ この源泉徴収制度は、①給与等や利子、配当、税理士報酬などの所得を支払う者が、②その所得を支払う際に所定の方法
により所得税額を計算し、③支払金額からその所得税額を差し引いて国に納付するというものです。
(注) 平成25年１月１日から令和19年12月31日までの間に生ずる所得については、所得税を源泉徴収する際、復興特別所得税も併せて源泉徴収しなければならな

いこととされています。以下、所得税と復興特別所得税を併せて「所得税等」といいます。

○ 源泉徴収に係る所得税等を徴収して国に納付する義務のある者を「源泉徴収義務者」といいます。源泉徴収の対象とされ
ている所得の支払者は、それが会社や協同組合である場合はもちろん、学校、官公庁であっても、また、個人や人格のない
社団・財団であっても、全て源泉徴収義務者となります。

○ 所得税等の源泉徴収をする時期は、現実に源泉徴収の対象となる所得を支払う時です。したがって、これらの所得を支払
うことが確定していても、現実に支払われなければ原則として源泉徴収をする必要はありません。

○ 源泉徴収義務者が源泉徴収をした所得税等は、その納税地の所轄税務署に納付することになります。この場合の納税地は、
原則として、源泉徴収の対象とされている所得の支払事務を取り扱う事務所等のその支払の日における所在地とされていま
す。

○ 源泉徴収制度について、詳しくは、国税庁ホームページ「源泉徴収義務者の方」のページに掲載して
いる各種手引・パンフレットや質疑応答事例などをご確認ください。

【概要】

【納税地】

【 源 泉 徴 収 義 務 者 の 方 】

https://www.nta.go.jp/users/gensen/index.htm
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⑶ 源泉所得税

《原則》

○ 源泉徴収義務者が源泉徴収をした所得税等は、原則として、その源泉徴収の対象となる所得を支払った月の翌月10 日ま
でに納付しなければならないことになっています。

《納期の特例》

○ 給与等の支給人員が常時10人未満である源泉徴収義務者については、所轄税務署長に「源泉所得税の納期の特例の承認に
関する申請書」を提出してその承認を受けることにより、給与等や退職手当等、税理士等の報酬・料金について源泉徴収を
した所得税等を次のように年２回にまとめて納付する、納期の特例の制度が設けられています。
(注) なお、この申請書を提出した日の属する月の翌月末日までに税務署長から承認又は却下の通知がない場合には、その申請月の翌月末日において承認があっ

たものとされ、その申請月の翌々月の納付分からこの特例が適用されます。

○ 源泉徴収をした所得税等は、e-Taxを利用して納付するか又は「所得税徴収高計算書（納付書）」を添えて最寄りの金融
機関若しくは所轄税務署の窓口で納付します。

なお、給与等の支払がある場合には、その給与等について納付する税額が生じない場合であっても、この所得税徴収高計
算書（納付書）を所轄税務署にe-Taxを利用するか又は郵便若しくは信書便により送付又は提出する必要があります。

区 分 納付期限

１月から ６月までに支払った所得から源泉徴収をした所得税等の額 ７月１０日

７月から12月までに支払った所得から源泉徴収をした所得税等の額 翌年１月20日

【納付期限】

【納付の手続】



⑷ 印紙税

【概要】
印紙税は、日常の経済取引に伴って作成される一定の文書に課税される税金で、例えば、消費貸借に関する契約書、請負

に関する契約書、金銭の受取書（領収証）など、印紙税法で規定する20種類の文書により証されるべき事項を証明する目的
で作成されたもののうち、非課税文書に該当しない文書（課税文書）が課税の対象となります。

【納税義務の成立と納税義務者】
印紙税の納税義務は課税文書を作成した時に成立し、課税文書の作成者が、その作成した課税文書について印紙税を納め

る義務があります。

【印紙税の納付の方法】
課税文書の作成者は、原則として、課税文書に課されるべき印紙税相当額の収入印紙を貼り付ける方法により印紙税を納

付します。この場合には、印章又は署名で、その課税文書と印紙の彩紋とにかけて、判明に印紙を消す必要があります。

【印紙税を納付しなかったとき】
印紙税が課される文書の作成者が、印紙税を納付しなかったときは、たとえ印紙税が課されることを知らなかったり、収

入印紙を貼り忘れた場合であっても、納付しなかった印紙税の額の３倍（収入印紙を貼っていないことを自主的に申し出た
ときは1.1倍）の過怠税が徴収されます。
なお、過怠税は、その全額が法人税の損金に算入されませんので、ご注意ください。

【印紙税を誤って納付したとき】
印紙税を納付する必要がない文書に誤って収入印紙を貼って印紙税を納付したり、印紙税として定められた金額を超えた

収入印紙を文書に貼って印紙税を納付した場合には、「印紙税過誤納確認申請書」と過誤納となっている文書を所轄税務署
に提出し、一定の手続をとることによって、印紙税の還付を受けることができます。

○ 印紙税について、詳しくは、国税庁ホームページ「印紙税の手引」をご確認ください。

【 印 紙 税 の 手 引 】
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https://www.nta.go.jp/publication/pamph/inshi/tebiki/01.htm

